
令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 296 地籍調査事業
政策 快適で暮らしやすいまち

この事務事業
施策 生活の基盤が整ったまちをつくろう

の位置
基本事業 土地利用

主管課名 道路河川課 課長名 久野　恭司
この事務事業の開始時期 昭和60年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国土調査法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

土地の正しい位置や形状などの調査を行い現地調査で 地籍調査事業とは、地籍の明確化を図るという国土調
確認した境界標識の測量を実施。現状に合った地籍図 査法の目的に従い実施する事業であり、その調査成果
及び地籍簿を作成のうえ、愛知県知事の認証を受け、 は土地所有者の土地に対する権利の保護、固定資産税
法務局備付けの地図と登記事項の修正を行う。 課税の適正化、公共事業の推進等各方面に利活用され
また、土地区画整理事業、土地改良事業等の国土調査 る。
法第19条第5項の指定を受けた区域と併せて成果を数 また、調査の成果を数値データ化し交付することによ
値情報化

令

し成果の交付を行う。

和

り、土地の境界確認及

 

び分筆・合筆の資料と

3

したり、
「ＳＤＧｓの

年

取り組み：11」 公共

度

事業や災害時の復旧活

（

動のおいて成果データ

2

を活
用し土地情報の基

年

礎資料として速やかに

度

利活用するこ
とができ

実

る。
ひとつの調査地区

施

を3年を標準として調

分

査を実施。1年目は、

）

公図や登記簿を基に調

事

R2年度に実施した具

務

体的な 査図素図を作成

事

し、測量に必要な三角

業

点、多角点を設置。2

目

年目は、一筆ごとの地

的

事業の方法、手順、指

評

標に対す 番、位置、地

価

目等の現地調査を実施

表

。3年目は、境界杭等

様

の測量を行い、地籍簿

式

、
る成果等 地籍図を作

1

成し、成果の閲覧を経

-

て県知事に対し認証請

1

求を行う。

事務事業を

記

取り巻く状況は過去と

入

比べ変化しているか (

日

1)活動指標（事務事

令

業の活動量を表す指標

和

）

新規事業地区（福谷

0

第6地区）、事業継続

3

地区（三好上第5 名称

年

単位
地区）事業完了地

1

区（東山第4地区） ①

2

今年度調査完了した面

月

積 k㎡
変 化

②
内 容

0

対象(この事業の対象

8

、範囲となる人、物)

日

(2)対象指標（対象

１

の大きさを表す指標）

事

①地籍調査の対象とな

務

る土地 名称 単位
① 今年

事

度調査した筆数 筆
②

目

業

的(この事業によって

の

上記対象をどのような

現

状態にしたいのか) (

状

3)成果指標（目的の

　

達成度を示す指標）

①

Ｐ

地籍を明確化し、土地

Ｌ

に関する記録を現況と

Ａ

一致させる 名称 単位
①

Ｎ

地籍調査完了/調査対

及

象面積 ％
②

結果(上位

び

基本事業の意図) (4

Ｄ

)結果の成果指標（上

Ｏ

位基本事業の成果指標

事

）

まちづくりの基礎資

務

料として活用できるよ

事

う地籍を明確化する 名

業

称 単位
① 総面積に対す

名

る地籍調査済面積の割

N

合 ％
②

事務事業の各種

o

指標の実績と見込及び

.

目標

H31年度 R2年

2

度 R2年度 R3年度 R

9

4年度 R5年度 R6年

6

度
指標 ＼ 年度 単位

地

実績値 計画値 実績値 計

籍

画値 目標値 目標値 目標

調

値
(1)の ① k㎡ 0.

査

33 0.15 0.15

事

0.09 0.24 0 0

業

.09
活動指標 ②
(2

政

)の ① 筆 1,912 8

策

98 884 600 60

こ

0 600 600
対象指

の

標 ②
(3)の ① ％ 49

事

.67 50.14 50

務

.14 50.42 51

事

.16 51.16 51

業

.44
成果指標 ②

(4

施

)の結果の ① ％ 78.

策

2 78.7 78.7 7

の

8.97 79.71 7

位

9.71 79.99
成

置

果指標 ②
予算費目 会計

基

01 一般会計 款 06

本

項 01 目 06

コスト 年

事

度 H31年度 R2年度

業

R2年度 R3年度 R4

主

年度 R5年度 R6年度

管

実績値 計画値 実績値 計

課

画値 目標値 目標値 目標

名

値
事業費(決算又は予

課

算額)Ａ 単位 22,3

長

32 18,549 16

名

,093 15,700

こ

13,422 13,2

の

54 13,799

財
源

事

内
訳

 国庫支出金 千円

務

0 0 0 0 0 0 0
 県支

事

出金 千円 14,207

業

8,760 8,850

の

8,085 6,831

開

5,100 7,881

始

 地方債 千円 0 0 0 0

時

0 0 0
 その他 千円 1

期

,030 954 904

事

886 700 700 7

務

00
 一般財源 千円 7

区

,095 8,835 6

分

,339 6,729 5

法

,891 7,454 5

定

,218
人件費Ｂ 千円

受

11,208.3 11

託

,208.3 11,2

事

08.3 10,876

務

.3 10,876.3

自

10,876.3 10

治

,876.3
正職員従

事

事時間×人数 時間×人

務

844× 4 844× 4

こ

844× 4 1,092

の

× 3 1,092× 3 1

事

,092× 3 1,09

務

2× 3
正職員以外の人

事

件費 千円 0 0 0 0 0 0

業

0
その他の費用Ｃ 千円

の

615 615 221 2

根

02 202 202 20

拠

2
トータルコストA+

法

B+C 千円 34,15

令

5.3 30,372.

事

3 27,522.3 2

業

6,778.3 24,

の

500.3 24,33

概

2.3 24,877.

要

3
単位あたりコスト ①

現

千円/筆 17.9 33

在

.8 31.1 44.6

の

40.8 40.6 41

状

.5
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

況

/(2)の対象指標）

と

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

こ

0

1

の事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

の公図等は、現地と合

業

っていない箇所が多く

名

、地籍調査
事業進展等

N

による環境変化 □ ある

o

事業の推進により公図

.

や登記簿を修正し税の

2

適正化を図ることがで

9

き
に伴い、目的を見直

6

す（目
その理由 る。

的

地

の追加・拡充又は絞込

籍

）

必要はありませんか

調

？ ■ ない

有
効
性

調査期

査

間の短縮と調査区域面

事

積等の拡大を行うと人

業

件費等のコスト増とな

２

るた
今以上に事業の成

評

果を向上
めできない。

価

させる方法を記入して

　

下さ

い。 内　容
※(3

Ｃ

)の成果指標を向上さ

Ｈ

せる

　ことはできます

Ｅ

か？

調査地区は1地区

Ｃ

3年で実施しており、

Ｋ

事業が遅滞することな

目

く順調に実施でき
目的

的

達成状況 内　容 ている

妥

。

■民間への一部委託

当

□民間への全部委託
市

性

関与の必要性 □指定管

こ

理 □補助金・負担金助

の

成 □市の直営
内　容

　

事

（実施手法） 市民相手

業

の事業でありすべてを

の

委託することは望まし

必

くない。

効
率
性

地籍調

要

査事業の推進は、事業

性

の特性から統廃合は望

は

ましくない。
事務事業

薄

の統廃合により、

事業

れ

の効率化を図り、成果

て

内　容
を向上させる方

得

法を記入し

て下さい。

ら

事業費・人件費の削減

れ

は事業縮小となり望ま

て

しくない。
現状より事

い

業費・人件費を

削減す

る

る方法を記入して下

さ

い

い。（仕様の変更、外

ま

部 内　容
委託、従事時

せ

間の削減等は

できない

ん

か？)

公
平
性

登記簿の

か

修正をし、税の適正化

。

を図る観点から受
□ あ

十

る ■ 現状で適正
受益者

分

負担はありますか？ 益

な

者負担は必要としない

成

。
また、受益者負担割

果

合は適 ■ ない □ 検討が

が

必要 内　容
正ですか？

理

□ 受益者がいない

３
改

　

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

由

Ｎ

・県費補助対象地区

得

の選定要件がDI ・補

ら

助対象外地区を単費で

れ

実施する
事業実施上の

て

課題、住 D地区かつ防

い

災対策対象地区となり

ま

。
民・議会等からの意

す

見 意　見 実施地区が制

か

限されている。 対応策

？

・道路内民地の寄附を

得

受ける。
と対応策 ・道

ら

路内民地の対処要望が

れ

発生して  
いる。
地籍

て

調査の実施。 継続して

い

実施するため、前年度

な

と同
R3年度の事業計

い

画は前 変　更
様・同規

事

模で実施。
年度から変

業

更・追加は 前年度 ・
あ

進

るか 追　加

今後の事業

展

・コスト・成果の方向

等

性 今後の事業の方向性

に

、改革・改善案
※今年

よ

度からの具体的な事業

る

の進め方、手段の見直

環

し等、各方向性の内容

境

　　　　　　　　　□

変

　拡大 ・地籍調査事業

化

の成果は、土地利用に

あ

関する諸計画の
　　　

る

　　　　　　□　改善

に

立案や 策定、また公

伴

共事業に伴う用地買収

い

・用地確
　　　　　　

、

　　　■　現状維持 認

対

などの基礎資料として

象

広範囲に利用されてい

を

る。
　　　　　　　　

見

　□　縮小 ・地籍調査

直

が完了した地区につい

す

ては、災害等により
　

（

　　　　　　　　□　

拡

統合 現地の境界杭が消

そ

失した場合でも、正確

の

に復元するこ
　　　　

理

　　　　　□　完了 と

由

ができ、復旧・復興事

大

業の実施を速やかに着

・

手する
　　　　　　　

縮

　　□　廃止・休止 こ

小

とができるため、今後

）

も継続して地籍調査事

必

業を進
コストの方向性

要

めていく。
　　　　　

は

　　　　↓　減少
成果

あ

の方向性
　　　　　　

り

　　　→　維持

2

ませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 296 地籍調査事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

地籍調査の成果は数値情報化されており官民ともに地籍調査
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

の成果を活用している。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

県費補助により地籍調査事業を実施しているが、補助要件に合わず補
事業

様

進展等による環境変化

式

■ ある 助を受けること

1

が難しい地区がある。

-

に伴い、対象を見直す

2

（拡
その理由

大・縮小

事

）必要はありませ
□ な

務

い
んか？

法務局備付け



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 321 都市計画決定事務
政策 快適で暮らしやすいまち

この事務事業
施策 生活の基盤が整ったまちをつくろう

の位置
基本事業 土地利用

主管課名 都市計画課 課長名 舟橋　伸幸
この事務事業の開始時期 昭和45年頃 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 都市計画法第19条、第77条の2

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市長の諮問に応じ都市計画に関する事項について調査 市長の諮問に応じ都市計画に関する事項について調査
審議を行う。 審議を行うと共に、愛知県の都市計画に関する事項に
また、愛知県の都市計画に関する事項について調査審 ついて調査審議を行う。
議を行う。「SDGsの取り組み：9,11,13,15」 都市計画法第77条の2の規定に基づき、都市計画審議

会を設置

都市計画審議会を開催し、3件の都市計画決定案件を審議し、都市計画決定を行っ
R2年度に実施した具体的な た。
事業の方法、手順、指標に対す  
る成果等

事務事業を取り巻く状況は

令

過去と比べ変化してい

和

るか (1)活動指標（

 

事務事業の活動量を表

3

す指標）

市町村への権

年

限移譲が進み、市決定

度

案件の幅が広がってき

（

名称 単位
ている。 ① 都

2

市計画区域 ha
変 化

年

②
内 容

対象(この事

度

業の対象、範囲となる

実

人、物) (2)対象指

施

標（対象の大きさを表

分

す指標）

都市計画決定

）

案件 名称 単位
① 都市計

事

画の案の件数 件
②

目的

務

(この事業によって上

事

記対象をどのような状

業

態にしたいのか) (3

目

)成果指標（目的の達

的

成度を示す指標）

都市

評

計画の案を審議会に付

価

議又は諮問し、十分な

表

審議を行ったの 名称 単

様

位
ち、審議会の答申を

式

受け、都市計画の決定

1

を行う。 ① 都市計画決

-

定の件数 件
②

結果(上

1

位基本事業の意図) (

記

4)結果の成果指標（

入

上位基本事業の成果指

日

標）

市全域で調和のと

令

れた秩序ある土地利用

和

と良好な住環境の形成

0

を 名称 単位
図る。 ① 市

3

街化区域に対する区画

年

整理事業の割合 ％
② 市

1

域に占める農用地の割

2

合 ％

事務事業の各種指

月

標の実績と見込及び目

0

標

H31年度 R2年度

8

R2年度 R3年度 R4

日

年度 R5年度 R6年度

１

指標 ＼ 年度 単位
実

事

績値 計画値 実績値 計画

務

値 目標値 目標値 目標値

事

(1)の ① ha 3,2

業

19 3,219 3,2

の

19 3,219 3,2

現

19 3,219 3,2

状

19
活動指標 ②
(2)

　

の ① 件 3 3 3 1 3 1 1

Ｐ

対象指標 ②
(3)の ①

Ｌ

件 3 3 3 1 3 1 1
成果

Ａ

指標 ②
(4)の結果の

Ｎ

① ％ 44 44 44 44

及

44 44 44
成果指標

び

② ％ 20.2 20.1

Ｄ

19.8 19.7 19

Ｏ

.6 19.5 19.4

事

予算費目 会計 01 一

務

般会計 款 08 項 04 目

事

01

コスト 年度 H31

業

年度 R2年度 R2年度

名

R3年度 R4年度 R5

N

年度 R6年度
実績値 計

o

画値 実績値 計画値 目標

.

値 目標値 目標値
事業費

3

(決算又は予算額)Ａ

2

単位 8,644 26,

1

612 22,145 1

都

3,702 13,61

市

4 6,114 1,11

計

4

財
源
内
訳

 国庫支出

画

金 千円 0 8,500 6

決

,870 0 0 0 0
 県

定

支出金 千円 11 16 1

事

5 16 16 16 16
 

務

地方債 千円 0 0 0 0 0

政

0 0
 その他 千円 55

策

4 540 1,698 5

こ

40 540 540 54

の

0
 一般財源 千円 8,

事

079 17,556 1

務

3,562 13,14

事

6 13,058 5,5

業

58 558
人件費Ｂ 千

施

円 8,964 0 8,9

策

64 9,628 7,9

の

68 8,300 9,9

位

60
正職員従事時間×

置

人数 時間×人 900×

基

3 0× 0 675× 4 7

本

25× 4 600× 4 6

事

25× 4 750× 4
正

業

職員以外の人件費 千円

主

0 0 0 0 0 0 0
その他

管

の費用Ｃ 千円 128 0

課

117 101 101 1

名

01 101
トータルコ

課

ストA+B+C 千円 1

長

7,736 26,61

名

2 31,226 23,

こ

431 21,683 1

の

4,515 11,17

事

5
単位あたりコスト ①

務

千円/件 5,912 8

事

,870.7 10,4

業

08.7 23,431

の

7,227.7 14,

開

515 11,175
（

始

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

時

)の対象指標）② 千円

期

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

、目的を見直す（目
そ

業

の理由
的の追加・拡充

名

又は絞込）

必要はあり

N

ませんか？ ■ ない

有
効

o

性

現状で適正である。

.

今以上に事業の成果を

3

向上

させる方法を記入

2

して下さ

い。 内　容
※

1

(3)の成果指標を向

都

上させる

　ことはでき

市

ますか？

都市計画決定

計

案件について、都市計

画

画審議会に諮り、都市

決

計画決定を行ってい
目

定

的達成状況 内　容 る。

事

□民間への一部委託 □

務

民間への全部委託
市関

２

与の必要性 □指定管理

評

□補助金・負担金助成

価

■市の直営
内　容

　（

　

実施手法） 法律に基づ

Ｃ

く事務である。

効
率
性

Ｈ

類似の事業がないため

Ｅ

統合できない。
事務事

Ｃ

業の統廃合により、
法

Ｋ

律に基づき実施してい

目

る事業であるため廃止

的

できない。
事業の効率

妥

化を図り、成果
内　容

当

を向上させる方法を記

性

入し

て下さい。

現状で

こ

適正である。
現状より

の

事業費・人件費を

削減

事

する方法を記入して下

業

さい。（仕様の変更、

の

外部 内　容
委託、従事

必

時間の削減等は

できな

要

いか？)

公
平
性

直接的

性

な受益者はいないため

は

□ ある □ 現状で適正
受

薄

益者負担はありますか

れ

？

また、受益者負担割

て

合は適 □ ない □ 検討が

得

必要 内　容
正ですか？

ら

■ 受益者がいない

３
改

れ

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

て

Ｎ

特に無し 特に無し
事

い

業実施上の課題、住
民

る

・議会等からの意見 意

い

　見 対応策
と対応策

都

ま

市計画審議会を開催し

せ

、3件の都 市街化区域

ん

内低未利用地解消事業

か

（
R3年度の事業計画

。

は前 変　更
市計画決定

十

案件を審議し、都市計

分

画 弥栄地区・天王地区

な

）を実施する。
年度か

成

ら変更・追加は 前年度

果

・
決定を行った。

ある

が

か 追　加

今後の事業・

理

コスト・成果の方向性

　

今後の事業の方向性、

由

改革・改善案
※今年度

得

からの具体的な事業の

ら

進め方、手段の見直し

れ

等、各方向性の内容

　

て

　　　　　　　　□　

い

拡大 特に無し
　　　　

ま

　　　　　□　改善
　

す

　　　　　　　　■　

か

現状維持
　　　　　　

？

　　　□　縮小
　　　

得

　　　　　　□　統合

ら

　　　　　　　　　□

れ

　完了
　　　　　　　

て

　　□　廃止・休止
コ

い

ストの方向性
　　　　

な

　　　　　→　維持
成

い

果の方向性
　　　　　

事

　　　　→　維持

2

業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 321 都市計画決定事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

都市計画を決定又は変更するため、都市計画案件について都
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

市計画審議会に諮り、都市計画決定している。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

現状で適正である。
事業進展等による環境

様

変化
□ ある

に伴い、対

式

象を見直す（拡
その理

1

由
大・縮小）必要はあ

-

りませ
■ ない

んか？

法

2

律に定められているた

事

め。
事業進展等による

務

環境変化 □ ある
に伴い



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 322 都市計画基本図作成事業
政策 快適で暮らしやすいまち

この事務事業
施策 生活の基盤が整ったまちをつくろう

の位置
基本事業 土地利用

主管課名 都市計画課 課長名 舟橋　伸幸
この事務事業の開始時期 昭和45年頃 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 都市計画法第3条第3項、14条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

都市計画基本図の作成 直近の税務課作成の航空写真を用いて、地形や家屋の
都市計画図の印刷 配置状況などを図化し、様々な用途の図面の元となり
・都市計画図（1/10,000・1/25,000) うる図面を作成（修正）する。
・白図（1/10,000・1/25,000)  
 都市計画基本図、都市計画図、白図は、各種書類の位
「SDGsの取り組み：11」 置図、配置図、土地利用関係図、用途図などに官民問

わず利用されており、最新のデータを用いた図面が求
められている。

都市計画総括図及び白図の印刷を行った。
R2年度に実

令

施した具体的な 都市計

和

画総括図及び白図を市

 

民及び事業者に提供し

3

た。
事業の方法、手順

年

、指標に対す 都市計画

度

決定などの業務の図面

（

として利用した。
る成

2

果等

事務事業を取り巻

年

く状況は過去と比べ変

度

化しているか (1)活

実

動指標（事務事業の活

施

動量を表す指標）

市民

分

への情報提供や業務へ

）

の利用のため必要な事

事

務である 名称 単位
。 ①

務

都市計画区域 ha
変 

事

化
②

内 容

対象(この

業

事業の対象、範囲とな

目

る人、物) (2)対象

的

指標（対象の大きさを

評

表す指標）

①都市計画

価

総括図 名称 単位
②白図

表

① 都市計画総括図の作

様

成枚数 枚
② 白図の作成

式

枚数 枚

目的(この事業

1

によって上記対象をど

-

のような状態にしたい

1

のか) (3)成果指標

記

（目的の達成度を示す

入

指標）

都市計画決定な

日

どの市の業務に活用す

令

る。 名称 単位
市民及び

和

事業者へ提供し活用し

0

てもらう。 ① 業務に利

3

用した枚数 枚
② 市民に

年

提供した枚数 枚

結果(

1

上位基本事業の意図)

2

(4)結果の成果指標

月

（上位基本事業の成果

0

指標）

市全域で調和の

8

とれた秩序ある土地利

日

用と良好な住環境の形

１

成を 名称 単位
図る。 ①

事

市街化区域に対する区

務

画整理事業の割合 ％
②

事

市域に占める農用地の

業

割合 ％

事務事業の各種

の

指標の実績と見込及び

現

目標

H31年度 R2年

状

度 R2年度 R3年度 R

　

4年度 R5年度 R6年

Ｐ

度
指標 ＼ 年度 単位

Ｌ

実績値 計画値 実績値 計

Ａ

画値 目標値 目標値 目標

Ｎ

値
(1)の ① ha 3,

及

219 3,219 3,

び

219 3,219 3,

Ｄ

219 3,219 3,

Ｏ

219
活動指標 ②
(2

事

)の ① 枚 200 500

務

230 500 500 5

事

00 500
対象指標 ②

業

枚 150 400 50 4

名

00 400 400 40

N

0
(3)の ① 枚 200

o

300 200 300 3

.

00 300 300
成果

3

指標 ② 枚 103 150

2

90 150 150 15

2

0 150
(4)の結果

都

の ① ％ 44 44 44 4

市

4 44 44 44
成果指

計

標 ② ％ 20.2 20.

画

1 19.8 19.7 1

基

9.6 19.5 19.

本

4
予算費目 会計 01 

図

一般会計 款 08 項 04

作

目 01

コスト 年度 H3

成

1年度 R2年度 R2年

事

度 R3年度 R4年度 R

業

5年度 R6年度
実績値

政

計画値 実績値 計画値 目

策

標値 目標値 目標値
事業

こ

費(決算又は予算額)

の

Ａ 単位 741 749 5

事

54 3,708 708

務

3,708 708

財
源

事

内
訳

 国庫支出金 千円

業

0 0 0 0 0 0 0
 県支

施

出金 千円 0 0 0 0 0 0

策

0
 地方債 千円 0 0 0

の

0 0 0 0
 その他 千円

位

55 75 48 61 75

置

75 75
 一般財源 千

基

円 686 674 506

本

3,647 633 3,

事

633 633
人件費Ｂ

業

千円 664 0 664 1

主

,328 996 1,3

管

28 996
正職員従事

課

時間×人数 時間×人 2

名

00× 1 0× 0 200

課

× 1 200× 2 150

長

× 2 200× 2 150

名

× 2
正職員以外の人件

こ

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

の

その他の費用Ｃ 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
トータル

務

コストA+B+C 千円

事

1,405 749 1,

業

218 5,036 1,

の

704 5,036 1,

開

704
単位あたりコス

始

ト ① 千円/枚 7 1.5

時

5.3 10.1 3.4

期

10.1 3.4
（ﾄｰ

事

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

務

対象指標）② 千円/枚

区

9.4 1.9 24.4

分

12.6 4.3 12.

法

6 4.3

1

定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

る。
事業進展等による

業

環境変化 □ ある
に伴い

名

、目的を見直す（目
そ

N

の理由
的の追加・拡充

o

又は絞込）

必要はあり

.

ませんか？ ■ ない

有
効

3

性

更新頻度を増やし最

2

新のデータを基に作成

2

した図面を提供する。

都

今以上に事業の成果を

市

向上

させる方法を記入

計

して下さ

い。 内　容
※

画

(3)の成果指標を向

基

上させる

　ことはでき

本

ますか？

庁内業務の基

図

図として利用するとと

作

もに、各種申請等に必

成

要な図面として市民
目

事

的達成状況 内　容 及び

業

事業者へ提供している

２

。

□民間への一部委託

評

□民間への全部委託
市

価

関与の必要性 □指定管

　

理 □補助金・負担金助

Ｃ

成 ■市の直営
内　容

　

Ｈ

（実施手法） 市民に対

Ｅ

し情報を提供するため

Ｃ

に市が行う業務である

Ｋ

。

効
率
性

類似の事業が

目

ないため統合できない

的

。
事務事業の統廃合に

妥

より、
市民に対し情報

当

を提供するために市が

性

行う業務であるため廃

こ

止できない。
事業の効

の

率化を図り、成果
内　

事

容
を向上させる方法を

業

記入し

て下さい。

現状

の

で適正である。
現状よ

必

り事業費・人件費を

削

要

減する方法を記入して

性

下

さい。（仕様の変更

は

、外部 内　容
委託、従

薄

事時間の削減等は

でき

れ

ないか？)

公
平
性

令和

て

元年度の受益者負担の

得

見直しにより、白図の

ら

■ ある ■ 現状で適正
受

れ

益者負担はありますか

て

？ 費用について適正化

い

したため。
また、受益

る

者負担割合は適 □ ない

い

□ 検討が必要 内　容
正

ま

ですか？
□ 受益者がい

せ

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

ん

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特に無し 特

か

に無し
事業実施上の課

。

題、住
民・議会等から

十

の意見 意　見 対応策
と

分

対応策

都市計画総括図

な

及び白図の作成を行 都

成

市計画の変更箇所を修

果

正して作成
R3年度の

が

事業計画は前 変　更
い

理

、市民及び事業者へ提

　

供した。 する。
年度か

由

ら変更・追加は 前年度

得

・
あるか 追　加

今後の

ら

事業・コスト・成果の

れ

方向性 今後の事業の方

て

向性、改革・改善案
※

い

今年度からの具体的な

ま

事業の進め方、手段の

す

見直し等、各方向性の

か

内容

　　　　　　　　

？

　□　拡大 地理情報シ

得

ステム（ＧＩＳ）が導

ら

入され、新たな地図
　

れ

　　　　　　　　□　

て

改善 利用業務への展開

い

や住民に向けた情報発

な

信等共有デー
　　　　

い

　　　　　■　現状維

事

持 タの広域的活用を図

業

る。
　　　　　　　　

進

　□　縮小 都市計画の

展

変更や著しく変化のあ

等

った箇所等について
　

に

　　　　　　　　□　

よ

統合 適宜一部修正を実

る

施する。
　　　　　　

環

　　　□　完了
　　　

境

　　　　　　□　廃止

変

・休止
コストの方向性

化

　　　　　　　　　↓

あ

　減少
成果の方向性
　

る

　　　　　　　　→　

に

維持

2

伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 322 都市計画基本図作成事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

庁内業務の基図として利用するとともに、各種申請等に必要
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

な図面として市民及び事業者へ提供している。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市民への情報提供や業務への

様

利用するために作成し

式

ている。
事業進展等に

1

よる環境変化
□ ある

に

-

伴い、対象を見直す（

2

拡
その理由

大・縮小）

事

必要はありませ
■ ない

務

んか？

現状で適正であ



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 324 まちづくり基本計画更新事務
政策 快適で暮らしやすいまち

この事務事業
施策 生活の基盤が整ったまちをつくろう

の位置
基本事業 土地利用

主管課名 都市計画課 課長名 舟橋　伸幸
この事務事業の開始時期 平成16年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市まちづくり土地利用条例、都市計画法第18条の2、

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

みよし市まちづくり土地利用条例及びみよし市まちづ まちづくり基本計画は、上位計画の総合計画に基づく
くり基本計画に基づく土地利用誘導区域図の修正・更 まちづくり像の実現を目的として策定したもので、平
新 成30年度と令和元年度に本計画を見直した。以降、隔
上位計画（総合計画）の改定による、みよし市まちづ 年で本計画の土地利用誘導区域図の修正・更新を行う
くり基本計画の見直し 。
 
「SDGsの取り組み：11,15」

まちづくり基本計画をR元年度に改定したため、土地利用誘導区域図

令

の修正・更新
R2年度

和

に実施した具体的な は

 

なかった。
事業の方法

3

、手順、指標に対す
る

年

成果等

事務事業を取り

度

巻く状況は過去と比べ

（

変化しているか (1)

2

活動指標（事務事業の

年

活動量を表す指標）

み

度

よし市まちづくり土地

実

利用条例に基づき事務

施

を進めてい 名称 単位
る

分

。 ① 都市計画区域 ha

）

変 化
②

内 容

対象(

事

この事業の対象、範囲

務

となる人、物) (2)

事

対象指標（対象の大き

業

さを表す指標）

みよし

目

市まちづくり基本計画

的

名称 単位
① まちづくり

評

基本計画 計画
②

目的(

価

この事業によって上記

表

対象をどのような状態

様

にしたいのか) (3)

式

成果指標（目的の達成

1

度を示す指標）

上位計

-

画に即した計画となる

1

よう改定する。 名称 単

記

位
① 更新した件数 件
②

入

地区まちづくり協議会

日

の認定数 団体

結果(上

令

位基本事業の意図) (

和

4)結果の成果指標（

0

上位基本事業の成果指

3

標）

市全域で調和のと

年

れた秩序ある土地利用

1

と良好な住環境の形成

2

を 名称 単位
図る。 ① 市

月

街化区域に対する区画

0

整理事業の面積 ％
② 市

8

域に占める農用地の割

日

合 ％

事務事業の各種指

１

標の実績と見込及び目

事

標

H31年度 R2年度

務

R2年度 R3年度 R4

事

年度 R5年度 R6年度

業

指標 ＼ 年度 単位
実

の

績値 計画値 実績値 計画

現

値 目標値 目標値 目標値

状

(1)の ① ha 3,2

　

19 3,219 3,2

Ｐ

19 3,219 3,2

Ｌ

19 3,219 3,2

Ａ

19
活動指標 ②
(2)

Ｎ

の ① 計画 1 1 1 1 1 1

及

1
対象指標 ②
(3)の

び

① 件 1 0 0 0 1 0 1
成

Ｄ

果指標 ② 団体 1 1 1 2

Ｏ

2 2 2
(4)の結果の

事

① ％ 44 44 44 44

務

44 44 44
成果指標

事

② ％ 20.2 20.1

業

19.8 19.7 19

名

.6 19.5 19.4

N

予算費目 会計 01 一

o

般会計 款 08 項 04 目

.

01

コスト 年度 H31

3

年度 R2年度 R2年度

2

R3年度 R4年度 R5

4

年度 R6年度
実績値 計

ま

画値 実績値 計画値 目標

ち

値 目標値 目標値
事業費

づ

(決算又は予算額)Ａ

く

単位 5,990 0 0 0

り

910 0 910

財
源
内

基

訳

 国庫支出金 千円 0

本

0 0 0 0 0 0
 県支出

計

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

画

 地方債 千円 0 0 0 0

更

0 0 0
 その他 千円 0

新

0 0 0 0 0 0
 一般財

事

源 千円 5,990 0 0

務

0 910 0 910
人件

政

費Ｂ 千円 2,423.

策

6 0 664 332 33

こ

2 332 332
正職員

の

従事時間×人数 時間×

事

人 365× 2 0× 0 2

務

00× 1 100× 1 1

事

00× 1 100× 1 1

業

00× 1
正職員以外の

施

人件費 千円 0 0 0 0 0

策

0 0
その他の費用Ｃ 千

の

円 0 0 0 0 0 0 0
トー

位

タルコストA+B+C

置

千円 8,413.6 0

基

664 332 1,24

本

2 332 1,242
単

事

位あたりコスト ① 千円

業

/計画 8,413.6

主

0 664 332 1,2

管

42 332 1,242

課

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

名

2)の対象指標）② 千

課

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

業進展等による環境変

業

化 □ ある
に伴い、目的

名

を見直す（目
その理由

N

的の追加・拡充又は絞

o

込）

必要はありません

.

か？ ■ ない

有
効
性

社会

3

情勢の変化や地域住民

2

のまちづくりの意向な

4

どを反映しながら必要

ま

に応じ
今以上に事業の

ち

成果を向上
て見直しを

づ

行っていく。
させる方

く

法を記入して下さ

い。

り

内　容
※(3)の成果

基

指標を向上させる

　こ

本

とはできますか？

まち

計

づくり基本計画に基づ

画

き開発指導及び都市計

更

画を進めている。
目的

新

達成状況 内　容

□民間

事

への一部委託 □民間へ

務

の全部委託
市関与の必

２

要性 □指定管理 □補助

評

金・負担金助成 ■市の

価

直営
内　容

　（実施手

　

法） 条例に基づき実施

Ｃ

している事業である。

Ｈ

効
率
性

類似の事業がな

Ｅ

いため統合できない。

Ｃ

事務事業の統廃合によ

Ｋ

り、
条例に基づき実施

目

している事業であるた

的

め廃止できない。
事業

妥

の効率化を図り、成果

当

内　容
を向上させる方

性

法を記入し

て下さい。

こ

現状で適正である。
現

の

状より事業費・人件費

事

を

削減する方法を記入

業

して下

さい。（仕様の

の

変更、外部 内　容
委託

必

、従事時間の削減等は

要

できないか？)

公
平
性

性

直接的な受益者はいな

は

いため。
□ ある □ 現状

薄

で適正
受益者負担はあ

れ

りますか？

また、受益

て

者負担割合は適 □ ない

得

□ 検討が必要 内　容
正

ら

ですか？
■ 受益者がい

れ

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

て

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特に無し 特

い

に無し
事業実施上の課

る

題、住
民・議会等から

い

の意見 意　見 対応策
と

ま

対応策

まちづくり基本

せ

計画をR元年度に改 ま

ん

ちづくり基本計画に基

か

づき開発指
R3年度の

。

事業計画は前 変　更
定

十

したため、土地利用誘

分

導区域図の 導及び都市

な

計画を進めていく。
年

成

度から変更・追加は 前

果

年度 ・
修正・更新はな

が

かった。
あるか 追　加

理

今後の事業・コスト・

　

成果の方向性 今後の事

由

業の方向性、改革・改

得

善案
※今年度からの具

ら

体的な事業の進め方、

れ

手段の見直し等、各方

て

向性の内容

　　　　　

い

　　　　□　拡大 まち

ま

づくり基本計画は、み

す

よし市の都市計画に関

か

する
　　　　　　　　

？

　□　改善 基本的な方

得

針として、まちづくり

ら

の目標や将来のまち
　

れ

　　　　　　　　■　

て

現状維持 づくりの方針

い

を明らかにするととも

な

に、土地利用の競
　　

い

　　　　　　　□　縮

事

小 合や混乱などの諸課

業

題に対応するものであ

進

る。
　　　　　　　　

展

　□　統合
　　　　　

等

　　　　□　完了
　　

に

　　　　　　　□　廃

よ

止・休止
コストの方向

る

性
　　　　　　　　　

環

↑　増加
成果の方向性

境

　　　　　　　　　→

変

　維持

2

化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 324 まちづくり基本計画更新事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

まちづくり基本計画に基づき開発指導及び都市計画を進めて
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

いる。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

条例に基づき策定する計画であるため。
事業進展等による環

様

境変化
□ ある

に伴い、

式

対象を見直す（拡
その

1

理由
大・縮小）必要は

-

ありませ
■ ない

んか？

2

上位計画に即した計画

事

となるよう見直しをす

務

る必要があるため。
事



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 325 まちづくり土地利用条例手続事務
政策 快適で暮らしやすいまち

この事務事業
施策 生活の基盤が整ったまちをつくろう

の位置
基本事業 土地利用

主管課名 都市計画課 課長名 舟橋　伸幸
この事務事業の開始時期 平成16年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市まちづくり土地利用条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

まちづくり土地利用条例に基づく小規模開発事業の手 条例に基づき、開発事業の事前相談・書類作成の指導
続き及び特定開発事業の手続・基準の審査等を行い、 ・提出書類の受付及び確認・庁内の調整(土地利用調
必要な助言・勧告及び行政命令等を行なう。 整会議）・まちづくり審議会の審査・結果通知・完了
 検査の実施・検査済証の交付を行なっている。
まちづくり審議会 関係法令許認可の申請前に、市条例及び基準に基づき
　委員５名（弁護士、大学教授） 総合的に案件を審査・調整するものである。
 
「SDGsの取り組

令

み：11,15」

条例

和

に定める開発事業につ

 

いて、縦覧、完了検査

3

など必要な手続きを行

年

った。
R2年度に実施

度

した具体的な
事業の方

（

法、手順、指標に対す

2

る成果等

事務事業を取

年

り巻く状況は過去と比

度

べ変化しているか (1

実

)活動指標（事務事業

施

の活動量を表す指標）

分

開発事業について、ま

）

ちづくり土地利用条例

事

に基づき適切 名称 単位

務

な土地利用が図られる

事

よう指導している。 ①

業

条例対象区域（市全域

目

） ha
変 化

②
内 容

的

対象(この事業の対象

評

、範囲となる人、物)

価

(2)対象指標（対象

表

の大きさを表す指標）

様

特定開発事業 名称 単位

式

小規模開発事業 ① 特定

1

開発事業の受付件数 件

-

② 小規模開発事業の受

1

付件数 件

目的(この事

記

業によって上記対象を

入

どのような状態にした

日

いのか) (3)成果指

令

標（目的の達成度を示

和

す指標）

まちづくり基

0

本計画に定める土地利

3

用の基準に適合した土

年

地利用 名称 単位
を図る

1

。 ① 条例に基づく助言

2

・勧告の件数 件
② 条例

月

に基づく中止・変更命

0

令の件数 件

結果(上位

8

基本事業の意図) (4

日

)結果の成果指標（上

１

位基本事業の成果指標

事

）

市全域で調和のとれ

務

た秩序ある土地利用と

事

良好な住環境の形成を

業

名称 単位
図る。 ① 市街

の

化区域に対する区画整

現

理事業の面積 ％
② 市域

状

に占める農用地の割合

　

％

事務事業の各種指標

Ｐ

の実績と見込及び目標

Ｌ

H31年度 R2年度 R

Ａ

2年度 R3年度 R4年

Ｎ

度 R5年度 R6年度
指

及

標 ＼ 年度 単位
実績

び

値 計画値 実績値 計画値

Ｄ

目標値 目標値 目標値
(

Ｏ

1)の ① ha 3,21

事

9 3,219 3,21

務

9 3,219 3,21

事

9 3,219 3,21

業

9
活動指標 ②
(2)の

名

① 件 26 30 22 30

N

30 30 30
対象指標

o

② 件 55 60 53 60

.

60 60 60
(3)の

3

① 件 0 0 0 0 0 0 0
成

2

果指標 ② 件 0 0 0 0 0

5

0 0
(4)の結果の ①

ま

％ 44 44 44 44 4

ち

4 44 44
成果指標 ②

づ

％ 20.2 20.1 1

く

9.8 19.7 19.

り

6 19.5 19.4
予

土

算費目 会計 01 一般

地

会計 款 08 項 04 目 0

利

1

コスト 年度 H31年

用

度 R2年度 R2年度 R

条

3年度 R4年度 R5年

例

度 R6年度
実績値 計画

手

値 実績値 計画値 目標値

続

目標値 目標値
事業費(

事

決算又は予算額)Ａ 単

務

位 45 229 5 167

政

167 167 167

財

策

源
内
訳

 国庫支出金 千

こ

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

の

支出金 千円 0 0 0 0 0

事

0 0
 地方債 千円 0 0

務

0 0 0 0 0
 その他 千

事

円 0 3 0 3 3 3 3
 一

業

般財源 千円 45 226

施

5 164 164 164

策

164
人件費Ｂ 千円 4

の

,382.4 0 4,2

位

36.3 4,236.

置

3 4,236.3 4,

基

236.3 4,236

本

.3
正職員従事時間×

事

人数 時間×人 440×

業

3 0× 0 319× 4 3

主

19× 4 319× 4 3

管

19× 4 319× 4
正

課

職員以外の人件費 千円

名

0 0 0 0 0 0 0
その他

課

の費用Ｃ 千円 0 0 14

長

10 10 10 10
トー

名

タルコストA+B+C

こ

千円 4,427.4 2

の

29 4,255.3 4

事

,413.3 4,41

務

3.3 4,413.3

事

4,413.3
単位あ

業

たりコスト ① 千円/件

の

170.3 7.6 19

開

3.4 147.1 14

始

7.1 147.1 14

時

7.1
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

期

ﾄ/(2)の対象指標

事

）② 千円/件 80.5

務

3.8 80.3 73.

区

6 73.6 73.6 7

分

3.6

1

法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

用を図
事業進展等によ

業

る環境変化 □ ある
る必

名

要があるため。
に伴い

N

、目的を見直す（目
そ

o

の理由
的の追加・拡充

.

又は絞込）

必要はあり

3

ませんか？ ■ ない

有
効

2

性

現状で適正である。

5

今以上に事業の成果を

ま

向上

させる方法を記入

ち

して下さ

い。 内　容
※

づ

(3)の成果指標を向

く

上させる

　ことはでき

り

ますか？

まちづくり基

土

本計画に定める土地利

地

用の基準に適合した土

利

地利用が行われてい
目

用

的達成状況 内　容 る。

条

□民間への一部委託 □

例

民間への全部委託
市関

手

与の必要性 □指定管理

続

□補助金・負担金助成

事

■市の直営
内　容

　（

務

実施手法） 条例に基づ

２

き実施する事業である

評

。

効
率
性

類似の事業が

価

ないため統合できない

　

。
事務事業の統廃合に

Ｃ

より、
条例に基づき実

Ｈ

施している事業である

Ｅ

ため廃止できない。
事

Ｃ

業の効率化を図り、成

Ｋ

果
内　容

を向上させる

目

方法を記入し

て下さい

的

。

現状で適正である。

妥

現状より事業費・人件

当

費を

削減する方法を記

性

入して下

さい。（仕様

こ

の変更、外部 内　容
委

の

託、従事時間の削減等

事

は

できないか？)

公
平

業

性

直接的な受益者はい

の

ないため。
□ ある □ 現

必

状で適正
受益者負担は

要

ありますか？

また、受

性

益者負担割合は適 □ な

は

い □ 検討が必要 内　容

薄

正ですか？
■ 受益者が

れ

いない

３
改
革
改
善
案
　

て

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特に無し

得

。 特に無し。
事業実施

ら

上の課題、住
民・議会

れ

等からの意見 意　見 対

て

応策
と対応策

条例に定

い

める開発事業について

る

、縦 条例に基づき継続

い

して事業を実施す
R3

ま

年度の事業計画は前 変

せ

　更
覧、完了検査など

ん

必要な手続きを行 る。

か

年度から変更・追加は

。

前年度 ・
った。

あるか

十

追　加

今後の事業・コ

分

スト・成果の方向性 今

な

後の事業の方向性、改

成

革・改善案
※今年度か

果

らの具体的な事業の進

が

め方、手段の見直し等

理

、各方向性の内容

　　

　

　　　　　　　□　拡

由

大 特に無し
　　　　　

得

　　　　□　改善
　　

ら

　　　　　　　■　現

れ

状維持
　　　　　　　

て

　　□　縮小
　　　　

い

　　　　　□　統合
　

ま

　　　　　　　　□　

す

完了
　　　　　　　　

か

　□　廃止・休止
コス

？

トの方向性
　　　　　

得

　　　　→　維持
成果

ら

の方向性
　　　　　　

れ

　　　→　維持

2

ていない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 325 まちづくり土地利用条例手続事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

開発事業について、まちづくり土地利用条例に基づき適切に
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

指導している。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

条例に規定しているため。
事業進展等によ

様

る環境変化
□ ある

に伴

式

い、対象を見直す（拡

1

その理由
大・縮小）必

-

要はありませ
■ ない

ん

2

か？

まちづくり基本計

事

画に定める土地利用の

務

基準に適合した土地利


